
平成25年度 第９次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．施策の概要　【ＰＬＡＮ】

３．施策の成果を把握していくための指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

４．施策を進めるに当たって要する（した）経費　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 （単位：千円）

５．施策の成果　【ＣＨＥＣＫ】

６．今後の施策の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

■ １．拡大 □ ２．改善継続 □ ３．維持継続 □ ４．縮小廃止

７．市民アンケートに対する方向性

施策評価シート
施策ｺｰﾄﾞ 4202

施策名 公共交通の確保 所属名 都市整備部　交通政策課

現状と課題

○市民が安心して快適に生活し、さまざまな活動・交流を行うためには、地域内の路線バスや鉄道などの公共交 
通の果たす役割は大きいものがあります。とりわけ、自らの交通手段を持たない市民にとっては、欠かすことが 
できないものです。 
○利用者の減少が減便や廃止などのサービス低下を招き、サービス低下がさらに利用者の減少を招くという悪循 
環になっています。その結果、買い物や通院などに困る移動困難者が増加しています。 
○安全に安心して移動できる社会をつくるためには、現在の公共交通体系を抜本的に見直し、利便性が高く効率 
的な新しい総合公共交通システムを構築する必要があります。 
○沿線の余部橋梁の架け替えなどにより、本市を走る鉄道は安全性や定時性を高めるとともに高速化が図られて 
いますが、スムーズな乗継ぎが可能となるダイヤへの改善を図る必要があります。 
○東京への定期便が発着する鳥取空港や重要港湾である鳥取港は、国内に限らず、国際物流や国際観光に対応で 
きる交通拠点です。この拠点機能を充実させ、利便性を高めるには、搭乗率の向上や取扱貨物量の安定的な確保 
が必要です。

めざす方向

現状のバス路線網を再編し、鉄道、タクシー、自転車など、他の交通手段との連携がとれた、だれもが使いやす 
く利便性が高い効率的な新しい総合公共交通システムの構築をめざします。また、鳥取空港と鳥取港の利便性を 
向上させ、国内外をつなぐ交通拠点をめざします。

達成するため
の対策・手段

①新しい総合公共交通システムの構築 
②サイクル・エコタウン鳥取の推進 
③鉄道の利便性の向上 
④鳥取空港の利便性の向上 
⑤鳥取港の利用促進

総
合
計
画

の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称

まちづくりの目標 40 緑あふれる　日本一のふるさとづくり

政策 02 快適で利便性の高い住みよい都市機能をつくる

平成25年度 平成26年度 平成27年度

成
果
指
標

1

鉄道、バスなど公共交通の便利さの
満足度

％

目標 0 0

指標名 単位 区分 平成23年度 平成24年度

目標達成率

0 30 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
市民アンケート調査で中程度の評価より高い回答をした市民の割合。（基準値は平成２１年度）

2

路線バスの利用者数

万人

目標 328 336 344 352

目標達成率 95% 90%

360

実績 312 304 0 0 0

（指標の説明）
県東部圏域内の一般路線バス利用者数。（基準値は平成２１年度）

　

目標 0 0 0 0

目標達成率

0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

3

　

市民アンケートに対する方向
性

【重要度：19位、満足度：21位、ニーズ度：15位】
●重要度、満足度ともに、やや平均値より低い数字ではあるものの、現在の取り組みに対して一定の評価があると思われ、引き続き満足度の向上を図るよう
取り組みを進める必要がある。

施策の成果
（成果が上がっているか、政策の目

標実現に貢献しているか）

南部地域新総合公共交通計画に基づき平成２４年１０月から行ってきた南部地域のバス路線網再編について、平成２６年４月からの本格運行に向けて実証運
行及びその検証を行った。

方向性
担当部長評価コメント
（部としての施策の方向性）

※市民等との協働の推進、行財政改
革の推進の視点を踏まえて記載

南部地域のバス路線網再編については平成２６年４月から本格運行に移行できたので、今後は南東部地域の再編に取り組んでいくこととする。

決算額 297,017 320,638 314,238 0 0



（おもて）

平成25年度 第９次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

南部地域における１日当たりのバス利用者数

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 001905 重点事業区分 リープロ２

事務事業名 公共交通利用促進総合再編事業（バス利用実態調査） 所属名 都市整備部　交通政策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 緑あふれる　日本一のふるさとづくり 事業期間 平成23年度　～　平成27年度

政策 02 快適で利便性の高い住みよい都市機能をつくる
根拠法令、
根拠計画等

・鳥取市地域公共交通総合連携計
画計画　・鳥取市バス路線網再編
実施計画

施策 4202 公共交通の確保

事業分類区分 ソフト（任意）

路線バスの利用者数 312万人 360万人 運営方法 外部委託

施
策
の
目

標

目標の種別 平成23年度 平成27年度

鉄道、バスなど公共交通の便利さの満足度 0% 0%

　 0 0

対象
（何を、誰を）

路線バス、鳥取市循環バス

意図
（どのような状態
にするために）

住民ニーズに応じたバス路線を編成するため

手段
（どうするのか）

基礎資料を収集する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 バス利用実態調査事業費（緊急雇用創出事業費） 予算事業コード 01-02-01-09-10-05

平成26年度 平成27年度

年度別計画

市内路線バスの乗降調 
査 

　 　 　 　

内
容

平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度別実績

市内路線バスの乗降調 
査 

　 　 　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 1,738 0 0 0 1,700

事業費（Ａ＋Ｂ） 3,237 0 0 0 1,700

1,700

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 1,738 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 1,499 0 0 0 0

0 0

一般財源 0 0 0 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の

内訳

正規職員 0.20 0.00 0.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00

指標名 単位 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活
動
指
標

1

南部地域における１日当たりのバス利用者数

人
目標 1200 1500 0

0.00

0 0

実績 1286 1300 0 0 0

平成26年度 平成27年度

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成25年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

■ １．妥当である

□ ２．ほぼ妥当である

□ ３．あまり妥当ではない

□ ４．妥当ではない

■ １．有効である

□ ２．やや有効である

□ ３．あまり有効でない

□ ４．有効でない

■ １．効率的である

□ ２．やや効率的である

□ ３．あまり効率的ではない

□ ４．効率的ではない

■ １．公平である

□ ２．やや公平である

□ ３．あまり公平ではない

□ ４．公平ではない

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 ■ ５－２ 意図的に廃止

■ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

　南部地域のバス路線網再編は、平成２４年１０月から実証運行に取り組んできたが、平 
成２６年４月から本格運行に移行したため、本事業は終了する。 

指標名 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

指
標
達
成
率

1
南部地域における１日当たりのバス利用者数

107% 87%

3
　

2
　

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

目的の妥当性
　

・市が関与すべき範囲か
・対象と意図は現行でよいか
・適切な目標が設定されているか

事業の有効性
　

・成果の向上につながっているか
・同じ目的をもつ他の事務事業はないか

資源投入の効率性
　

・事業の実施手法は効率的か
・高い費用対効果が得られているか
・外部委託の可能性はないか

サービスの公平性
　

・対象は適切か
・受益者負担は適正か

今後の方向性

担当課長の評価コメント

再編バス路線網再編の取組は、南部地域が再編できたので、次は南東部地域の再編にとりかかる。



（おもて）

平成25年度 第９次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

南部地域における２日当たりのバス利用者数

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 001906 重点事業区分 リープロ２

事務事業名 公共交通利用促進総合再編事業（南部地域） 所属名 都市整備部　交通政策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 緑あふれる　日本一のふるさとづくり 事業期間 平成23年度　～　平成27年度

政策 02 快適で利便性の高い住みよい都市機能をつくる
根拠法令、
根拠計画等

・鳥取市地域公共交通総合連携計
画計画　・鳥取市バス路線網再編
実施計画

施策 4202 公共交通の確保

事業分類区分 ソフト（任意）

路線バスの利用者数 312万人 360万人 運営方法 直営

施
策
の
目

標

目標の種別 平成23年度 平成27年度

鉄道、バスなど公共交通の便利さの満足度 0% 0%

　 0 0

対象
（何を、誰を）

南部地域公共交通体系

意図
（どのような状態
にするために）

利便性が高く効率的でわかりやすい地域公共交通に再編する。

手段
（どうするのか）

幹線・支線への分割などバス路線網の再編に係る南部地域におけるルート・運賃・バス停位置等の運行計画の策 
定を地域と協働で実施する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 南部地域実証運行費 予算事業コード 01-02-01-09-10-09

平成26年度 平成27年度

年度別計画

南部地域新総合公共交 
通計画策定

南部地域実証運行 　 南部地域の路線バス運 
行の継続的改善

南部地域の路線バス運 
行の継続的改善

内
容

平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度別実績

南部地域新総合公共交 
通計画策定

南部地域実証運行 　 　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 6,195 21,811 0 0 1,995

事業費（Ａ＋Ｂ） 6,195 29,237 0 0 1,995

997

地方債 0 1,500 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 3,407 9,665 0 0

その他 0 1 0

人件費　Ｂ 0 7,426 0 0 0

0 0

一般財源 2,788 10,645 0 0 998

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の

内訳

正規職員 0.00 1.00 0.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00

指標名 単位 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活
動
指
標

1

南部地域における１日当たりのバス利用者数

人
目標 1530 1500 1500

0.00

1500 1500

実績 1286 1300 0 0 0

平成26年度 平成27年度

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成25年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

■ １．妥当である

□ ２．ほぼ妥当である

□ ３．あまり妥当ではない

□ ４．妥当ではない

■ １．有効である

□ ２．やや有効である

□ ３．あまり有効でない

□ ４．有効でない

■ １．効率的である

□ ２．やや効率的である

□ ３．あまり効率的ではない

□ ４．効率的ではない

■ １．公平である

□ ２．やや公平である

□ ３．あまり公平ではない

□ ４．公平ではない

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 ■ ５－２ 意図的に廃止

■ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

　南部地域のバス路線網再編は、平成２４年１０月から実証運行に取り組んできたが、平 
成２６年４月から本格運行に移行したため、本事業は終了する。

指標名 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

指
標
達
成
率

1
南部地域における１日当たりのバス利用者数

84% 87%

3
　

2
　

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

目的の妥当性
　

・市が関与すべき範囲か
・対象と意図は現行でよいか
・適切な目標が設定されているか

事業の有効性
　

・成果の向上につながっているか
・同じ目的をもつ他の事務事業はないか

資源投入の効率性
　

・事業の実施手法は効率的か
・高い費用対効果が得られているか
・外部委託の可能性はないか

サービスの公平性
　

・対象は適切か
・受益者負担は適正か

今後の方向性

担当課長の評価コメント

再編バス路線網再編の取組は、南部地域が再編できたので、次は南東部地域の再編にとりかかる。



（おもて）

平成25年度 第９次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

南部地域における３日当たりのバス利用者数

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 001915 重点事業区分 リープロ２

事務事業名 公共交通利用促進総合再編事業（広報戦略） 所属名 都市整備部　交通政策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 緑あふれる　日本一のふるさとづくり 事業期間 平成23年度　～　平成27年度

政策 02 快適で利便性の高い住みよい都市機能をつくる
根拠法令、
根拠計画等

・鳥取市地域公共交通総合連携計
画計画　・鳥取市バス路線網再編
実施計画

施策 4202 公共交通の確保

事業分類区分 ソフト（任意）

路線バスの利用者数 312万人 360万人 運営方法 直営

施
策
の
目

標

目標の種別 平成23年度 平成27年度

鉄道、バスなど公共交通の便利さの満足度 0% 0%

　 0 0

対象
（何を、誰を）

公共交通情報

意図
（どのような状態
にするために）

利用したい路線や乗り継ぎ場所が分かりやすく、利用しやすくすることで、公共交通の利用喚起・促進を図る。

手段
（どうするのか）

鉄道、バス、一体型の公共交通マップの印刷を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 　 予算事業コード                  

平成26年度 平成27年度

年度別計画

鳥取市公共交通マップ 
の増刷

鳥取市公共交通マップ 
の増刷

　 　 　

内
容

平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度別実績

鳥取市公共交通マップ 
の増刷

鳥取市公共交通マップ 
の増刷

　 　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 1,485 0 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 0 1,485 0 0 0

0 0

一般財源 0 0 0 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の

内訳

正規職員 0.00 0.20 0.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00

指標名 単位 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活
動
指
標

1

南部地域における１日当たりのバス利用者数

人
目標 1530 1500 1500

0.00

1500 1500

実績 1286 1300 0 0 0

平成26年度 平成27年度

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成25年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

■ １．妥当である

□ ２．ほぼ妥当である

□ ３．あまり妥当ではない

□ ４．妥当ではない

■ １．有効である

□ ２．やや有効である

□ ３．あまり有効でない

□ ４．有効でない

■ １．効率的である

□ ２．やや効率的である

□ ３．あまり効率的ではない

□ ４．効率的ではない

■ １．公平である

□ ２．やや公平である

□ ３．あまり公平ではない

□ ４．公平ではない

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 ■ ５－２ 意図的に廃止

■ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

　南部地域のバス路線網再編は、平成２４年１０月から実証運行に取り組んできたが、平 
成２６年４月から本格運行に移行したため、本事業は終了する。 

指標名 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

指
標
達
成
率

1
南部地域における１日当たりのバス利用者数

84% 87%

3
　

2
　

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

目的の妥当性
市が関与すべき事業である。

・市が関与すべき範囲か
・対象と意図は現行でよいか
・適切な目標が設定されているか

事業の有効性
利用したい路線や、乗り継ぎ場所が分かりやすく表示されたマップで、観光
施設や案内所での利用、持ち帰りも多い。

・成果の向上につながっているか
・同じ目的をもつ他の事務事業はないか

資源投入の効率性
実施手法は適当で効果が得られている。

・事業の実施手法は効率的か
・高い費用対効果が得られているか
・外部委託の可能性はないか

サービスの公平性
住民対象であり効果がある。

・対象は適切か
・受益者負担は適正か

今後の方向性

担当課長の評価コメント

再編バス路線網再編の取組は、南部地域が再編できたので、次は南東部地域の再編にとりかかる。



（おもて）

平成25年度 第９次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

中心市街地の３０地点の休日１日（10～19時）あたりの歩行者通行量の合計

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 001903 重点事業区分 －

事務事業名 サイクル・エコタウン推進事業 所属名 都市整備部　交通政策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 緑あふれる　日本一のふるさとづくり 事業期間 平成23年度　～　平成26年度

政策 02 快適で利便性の高い住みよい都市機能をつくる
根拠法令、
根拠計画等

　

施策 4202 公共交通の確保

事業分類区分 建設、整備

路線バスの利用者数 312万人 360万人 運営方法 外部委託

施
策
の
目

標

目標の種別 平成23年度 平成27年度

鉄道、バスなど公共交通の便利さの満足度 0% 0%

　 0 0

対象
（何を、誰を）

既成市街地における交通基盤

意図
（どのような状態
にするために）

低炭素社会の実現、市民の健康増進、通勤・通学時の渋滞緩和を目指す。

手段
（どうするのか）

自転車が走りやすい環境の整備、駐輪場整備、ルートマップの作成などを行ない自転車の利用促進を図る。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 サイクル・エコタウン推進事業費 予算事業コード 01-02-01-09-11-01

平成26年度 平成27年度

年度別計画

先進地視察 基礎調査の実施・基本 
計画策定準備

サイクル・エコタウン 
推進基本計画の策定

　 　

内
容

平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度別実績

先進地視察 基礎調査の実施・基本 
計画策定準備

中止 　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 525 520 0 0 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 525 520 0 0 0

0 0

一般財源 0 0 0 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の

内訳

正規職員 0.07 0.07 0.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00

指標名 単位 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活
動
指
標

1

中心市街地の休日の歩行者通行量（30地点合計）

人
目標 36000 37000 38000

0.00

38000 38000

実績 40073 35671 43812 0 0

平成26年度 平成27年度

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成25年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．妥当である

□ ２．ほぼ妥当である

■ ３．あまり妥当ではない

□ ４．妥当ではない

□ １．有効である

□ ２．やや有効である

□ ３．あまり有効でない

■ ４．有効でない

□ １．効率的である

□ ２．やや効率的である

□ ３．あまり効率的ではない

■ ４．効率的ではない

■ １．公平である

□ ２．やや公平である

□ ３．あまり公平ではない

□ ４．公平ではない

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 ■ ５－２ 意図的に廃止

■ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】交通政策課　0857-20-3257 
 
【９次総の施策体系】4202 
 
【事業の概要】 
　自転車は、経路に縛られず移動でき、車と比べて駐車場の心配が少なく、ＣＯ２排出量 
が少ないことなどから、地球に優しく手軽な移動手段として注目を集めている。 
　また、今後の超高齢化社会に対応していくためにも、極力、車に頼らないまちづくりが 
求められている。 
 
【事業の成果】 
　低炭素化社会、市民の健康増進及び市街地でのピーク時の渋滞緩和等への対応策として 
、街なかを自転車が走りやすい環境整備、「コミュニティ・サイクル」システム等の導入 
による「サイクル・エコタウン鳥取」の実現に向けた検討を行った。 
　　　 
【今後の課題・方向性】 
　関係機関等の協力体制を築きながら事業化を検討するとともに、市民への啓発方法を検 
討する。

指標名 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

指
標
達
成
率

1
中心市街地の休日の歩行者通行量（30地点合計）

111% 96% 115%

3
　

2
　

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

目的の妥当性
低炭素社会への対応など環境への配慮が求められる現代社会において、
目的は妥当である。

・市が関与すべき範囲か
・対象と意図は現行でよいか
・適切な目標が設定されているか

事業の有効性
事業の優先度は低く、あまり有効ではない。

・成果の向上につながっているか
・同じ目的をもつ他の事務事業はないか

資源投入の効率性
現時点において、資源投入の効率性は低い

・事業の実施手法は効率的か
・高い費用対効果が得られているか
・外部委託の可能性はないか

サービスの公平性
既成市街地を訪れる不特定多数の人を対象に自転車の利便性向上を目指
すものであるため、公平性の高い事業である。

・対象は適切か
・受益者負担は適正か

今後の方向性

担当課長の評価コメント

「コミュニティ・サイクル」システム等の導入については、事業化が困難なことから、中止する。



（おもて）

平成25年度 第９次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

鳥取市内各ＪＲ駅の１日平均乗降者数

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 001875 重点事業区分 －

事務事業名 鉄道網利便性向上対策事業（山陰本線・福知山線） 所属名 都市整備部　交通政策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 緑あふれる　日本一のふるさとづくり 事業期間 全期

政策 02 快適で利便性の高い住みよい都市機能をつくる
根拠法令、
根拠計画等

なし

施策 4202 公共交通の確保

事業分類区分 ソフト（任意）

路線バスの利用者数 312万人 360万人 運営方法 その他

施
策
の
目

標

目標の種別 平成23年度 平成27年度

鉄道、バスなど公共交通の便利さの満足度 0% 0%

　 0 0

対象
（何を、誰を）

ＪＲ山陰本線、福知山線

意図
（どのような状態
にするために）

山陰本線及び福知山線の複線電化の促進と、沿線地の開発と住民福祉の向上。

手段
（どうするのか）

国、鉄道事業者に対する要望活動 
　・山陰本線(城崎温泉～伯耆大山間)の複線電化について 
　・福知山線、山陰本線(篠山口～城崎温泉間)の複線電化について 
　・沿線地域住民に対する山陰本線・福知山線利用の普及啓発等、利用者増加の促進運動について

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 山陰本線・福知山線複線電化促進期成同盟会負担金 予算事業コード 01-02-01-07-03-02

平成26年度 平成27年度

年度別計画

山陰本線・福知山線複 
線電化促進期成同盟会 
の各取り組みに対して 
負担金を納入

山陰本線・福知山線複 
線電化促進期成同盟会 
の各取り組みに対して 
負担金を納入

山陰本線・福知山線複 
線電化促進期成同盟会 
の各取り組みに対して 
負担金を納入

山陰本線・福知山線複 
線電化促進期成同盟会 
の各取り組みに対して 
負担金を納入

山陰本線・福知山線複 
線電化促進期成同盟会 
の各取り組みに対して 
負担金を納入

内
容

平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度別実績

山陰本線・福知山線複 
線電化促進期成同盟会 
の各取り組みに対して 
負担金を納入

山陰本線・福知山線複 
線電化促進期成同盟会 
の各取り組みに対して 
負担金を納入

山陰本線・福知山線複 
線電化促進期成同盟会 
の各取り組みに対して 
負担金を納入

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 8 8 8 0 8

事業費（Ａ＋Ｂ） 1,507 1,493 1,465 0 8

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 1,499 1,485 1,457 0 0

0 0

一般財源 8 8 8 0 8

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の

内訳

正規職員 0.20 0.20 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00

指標名 単位 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活
動
指
標

1

鳥取市内各ＪＲ駅の１日平均乗降者数

人
目標 24400 24900 25500

0.00

25500 25500

実績 24942 25000 25000 0 0

平成26年度 平成27年度

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成25年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

■ １．妥当である

□ ２．ほぼ妥当である

□ ３．あまり妥当ではない

□ ４．妥当ではない

■ １．有効である

□ ２．やや有効である

□ ３．あまり有効でない

□ ４．有効でない

■ １．効率的である

□ ２．やや効率的である

□ ３．あまり効率的ではない

□ ４．効率的ではない

■ １．公平である

□ ２．やや公平である

□ ３．あまり公平ではない

□ ４．公平ではない

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】交通政策課　0857-20-3257 

【９次総の施策体系】4202 

【予算計上の経過】 
　当初予算 

【事業の概要】 
　山陰本線及び福知山線の複線電化を促進し、もって沿線地の開発と住民福祉の向上に寄 
与することを目的として、昭和４３年１２月２４日設立された。 

【事業の成果】 
　国、鉄道事業者等に対する要望活動を行った。 
　　・山陰本線（城崎温泉～伯耆大山間）の複線電化について 
　　・福知山線・山陰本線（篠山口～城崎温泉間）の複線化について 
　　・沿線地域住民に対する山陰本線・福知山線利用の普及啓発等、利用者増加の促進運 
　　　動について 
　　会　員　　山陰本線、福知山線沿線市町村及び鳥取県、兵庫県、関係団体 
　　会　長　　兵庫県知事　井戸敏三 
　　　　　　　（理事：鳥取市長　竹内　功） 
　　負担金　　鳥取市：８,０００円 
　　　　　　　（参考　鳥取県：４０,０００円、米子市：８,０００円） 

【今後の課題・方向性】 
　今後も継続して要望等による促進運動を展開していく。

指標名 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

指
標
達
成
率

1
鳥取市内各ＪＲ駅の１日平均乗降者数

102% 100% 98%

3
　

2
　

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

目的の妥当性
山陰本線等の電化・複線化は、市民生活にとって重要な課題である。

・市が関与すべき範囲か
・対象と意図は現行でよいか
・適切な目標が設定されているか

事業の有効性
長期的な取組が必要な課題であり、今後も継続して取り組んでいく必要が
ある。

・成果の向上につながっているか
・同じ目的をもつ他の事務事業はないか

資源投入の効率性
必要最小限の費用である。

・事業の実施手法は効率的か
・高い費用対効果が得られているか
・外部委託の可能性はないか

サービスの公平性
生活交通の確保は行政の責務である。

・対象は適切か
・受益者負担は適正か

今後の方向性

担当課長の評価コメント

今後も継続して要望等による促進運動を展開していく。



（おもて）

平成25年度 第９次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

鳥取市内各ＪＲ駅の１日平均乗降者数

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 001876 重点事業区分 －

事務事業名 鉄道網利便性向上対策事業（因美線・津山線） 所属名 都市整備部　交通政策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 緑あふれる　日本一のふるさとづくり 事業期間 全期

政策 02 快適で利便性の高い住みよい都市機能をつくる
根拠法令、
根拠計画等

なし

施策 4202 公共交通の確保

事業分類区分 ソフト（任意）

路線バスの利用者数 312万人 360万人 運営方法 その他

施
策
の
目

標

目標の種別 平成23年度 平成27年度

鉄道、バスなど公共交通の便利さの満足度 0% 0%

　 0 0

対象
（何を、誰を）

因美線、津山線

意図
（どのような状態
にするために）

因美線・津山線の近代化を促進し、山陰・山陽両地域の経済交流と沿線地域の発展に寄与する。

手段
（どうするのか）

・利用者の利便性向上に向けた要望活動 
・全国鉄道整備促進協議会として、関係機関等への要望活動 
・ポケット時刻表作成・配布による鉄道利用促進活動

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 因美線・津山線近代化促進期成同盟会幹事会負担金 予算事業コード 01-02-01-07-03-03

平成26年度 平成27年度

年度別計画

因美線・津山線近代化 
促進期成同盟会幹事会 
の各種取り組みに対し 
て負担金を納入

因美線・津山線近代化 
促進期成同盟会幹事会 
の各種取り組みに対し 
て負担金を納入

因美線・津山線近代化 
促進期成同盟会幹事会 
の各種取り組みに対し 
て負担金を納入

因美線・津山線近代化 
促進期成同盟会幹事会 
の各種取り組みに対し 
て負担金を納入

因美線・津山線近代化 
促進期成同盟会幹事会 
の各種取り組みに対し 
て負担金を納入

内
容

平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度別実績

因美線・津山線近代化 
促進期成同盟会幹事会 
の各種取り組みに対し 
て負担金を納入

因美線・津山線近代化 
促進期成同盟会幹事会 
の各種取り組みに対し 
て負担金を納入

因美線・津山線近代化 
促進期成同盟会幹事会 
の各種取り組みに対し 
て負担金を納入

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 40 40 40 0 40

事業費（Ａ＋Ｂ） 1,539 1,525 1,497 0 40

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 1,499 1,485 1,457 0 0

0 0

一般財源 40 40 40 0 40

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の

内訳

正規職員 0.20 0.20 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00

指標名 単位 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活
動
指
標

1

鳥取市市内各ＪＲ駅の１日平均乗降者数

人
目標 24400 24900 25500

0.00

25500 25500

実績 24942 25000 25000 0 0

平成26年度 平成27年度

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成25年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

■ １．妥当である

□ ２．ほぼ妥当である

□ ３．あまり妥当ではない

□ ４．妥当ではない

■ １．有効である

□ ２．やや有効である

□ ３．あまり有効でない

□ ４．有効でない

■ １．効率的である

□ ２．やや効率的である

□ ３．あまり効率的ではない

□ ４．効率的ではない

■ １．公平である

□ ２．やや公平である

□ ３．あまり公平ではない

□ ４．公平ではない

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】交通政策課　0857-20-3257 

【９次総の施策体系】4202 

【予算計上の経過】 
　当初予算 

【事業の概要】 
　因美線・津山線の近代化を促進し、もって山陰・山陽両地域の経済交流と沿線地域の開 
発に寄与することを目的として昭和４４年１１月４日設立された。 

【事業の成果】 
　・利用者の利便性向上に向けた要望活動を行った 
　・全国鉄道整備促進協議会として、関係機関等への要望活動を行った。 
　・利用促進ポスター等の作成・配布による鉄道利用促進活動を行った。 
　・ＪＲ西日本米子支社・岡山支社への要望書の提出を行った。 
　　会　員　　因美線・津山線沿線市町村及び鳥取県、岡山県、関係団体 
　　会　長　　岡山県知事　石井正弘 
　　　　　　　（理事：鳥取市長　竹内　功） 
　　負担金　　県：　８０，０００円 
　　　　　　　市：　４０，０００円 
　　　　　　　町：　１６，０００円 

【今後の課題・方向性】　　 
　今後も上記の目的を達成するため、事業を展開していく。

指標名 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

指
標
達
成
率

1
鳥取市市内各ＪＲ駅の１日平均乗降者数

102% 100% 98%

3
　

2
　

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

目的の妥当性
因美線等の利便性向上は、市民生活にとって重要な課題である。

・市が関与すべき範囲か
・対象と意図は現行でよいか
・適切な目標が設定されているか

事業の有効性
継続的な取組が必要な課題であり、今後も継続して取り組んでいく必要が
ある。

・成果の向上につながっているか
・同じ目的をもつ他の事務事業はないか

資源投入の効率性
必要最小限の費用である。

・事業の実施手法は効率的か
・高い費用対効果が得られているか
・外部委託の可能性はないか

サービスの公平性
生活交通の確保は、行政の責務である。

・対象は適切か
・受益者負担は適正か

今後の方向性

担当課長の評価コメント

今後も継続して要望活動を展開していく必要がある。



（おもて）

平成25年度 第９次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

智頭急行年間利用者数

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 001877 重点事業区分 －

事務事業名 鉄道網利便性向上対策事業（智頭線） 所属名 都市整備部　交通政策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 緑あふれる　日本一のふるさとづくり 事業期間 全期

政策 02 快適で利便性の高い住みよい都市機能をつくる
根拠法令、
根拠計画等

なし

施策 4202 公共交通の確保

事業分類区分 ソフト（任意）

路線バスの利用者数 312万人 360万人 運営方法 その他

施
策
の
目

標

目標の種別 平成23年度 平成27年度

鉄道、バスなど公共交通の便利さの満足度 0% 0%

　 0 0

対象
（何を、誰を）

智頭線

意図
（どのような状態
にするために）

智頭線の利用促進と智頭急行株式会社の安定経営を支援すると共に、鉄道利用者や地域住民に対するサービスの 
向上と沿線地域の発展に寄与する。

手段
（どうするのか）

・智頭線沿線地域のＰＲ記事や広告等の掲載を行う普通列車の利用促進 
・都市圏からの誘客活動 
・利便性向上・利用促進に向けた関係機関への要望活動

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 智頭線利用促進協議会負担金 予算事業コード 01-02-01-07-03-06

平成26年度 平成27年度

年度別計画

智頭線利用促進協議会 
が行う各種取り組みに 
対して負担金を納入。

智頭線利用促進協議会 
が行う各種取り組みに 
対して負担金を納入。

智頭線利用促進協議会 
が行う各種取り組みに 
対して負担金を納入。

智頭線利用促進協議会 
が行う各種取り組みに 
対して負担金を納入。

智頭線利用促進協議会 
が行う各種取り組みに 
対して負担金を納入。

内
容

平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度別実績

智頭線利用促進協議会 
が行う各種取り組みに 
対して負担金を納入。

智頭線利用促進協議会 
が行う各種取り組みに 
対して負担金を納入。

智頭線利用促進協議会 
が行う各種取り組みに 
対して負担金を納入。

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 40 40 40 0 40

事業費（Ａ＋Ｂ） 1,539 1,525 1,497 0 40

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 1,499 1,485 1,457 0 0

0 0

一般財源 40 40 40 0 40

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の

内訳

正規職員 0.20 0.20 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00

指標名 単位 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活
動
指
標

1

智頭急行利用者数

千人
目標 1108 1134 1161

0.00

1161 1161

実績 1029 1064 1055 0 0

平成26年度 平成27年度

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成25年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

■ １．妥当である

□ ２．ほぼ妥当である

□ ３．あまり妥当ではない

□ ４．妥当ではない

■ １．有効である

□ ２．やや有効である

□ ３．あまり有効でない

□ ４．有効でない

■ １．効率的である

□ ２．やや効率的である

□ ３．あまり効率的ではない

□ ４．効率的ではない

■ １．公平である

□ ２．やや公平である

□ ３．あまり公平ではない

□ ４．公平ではない

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】交通政策課　0857-20-3257 

【９次総の施策体系】4202 

【予算計上の経過】 
　当初予算 

【事業の概要】 
　智頭線の利用促進と智頭急行株式会社の安定経営を支援するとともに、鉄道利用者や地 
域住民に対するサービスの向上と沿線地域の発展に寄与するために平成７年５月８日に設 
立された。 

【事業の成果】 
　・普通列車の利用促進を行った。 
　　　沿線イベント経費助成、智頭線駅まつりの実施、沿線マップの作成、時刻表の配布 
　・利便性向上・利用促進に向けた関係機関への要望活動を行った。 
　会　長　　智頭町長　寺谷　誠一郎 
　会　員　　鳥取県、岡山県、兵庫県、智頭線沿線市町村、智頭急行株式会社 
　会　費　　鳥取市　　４０千円 
　　　　　　智頭町　１１０千円 
　　　　　　鳥取県　　４０千円 

【今後の課題・方向性】　 
　今後も、地域交通と関西・山陽方面との交流の中心となるよう、引き続き事業を展開す 
る。

指標名 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

指
標
達
成
率

1
智頭急行利用者数

93% 94% 91%

3
　

2
　

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

目的の妥当性
智頭線の利便性向上は、本市の経済・観光面など多くの市民にとって重要
な課題である。

・市が関与すべき範囲か
・対象と意図は現行でよいか
・適切な目標が設定されているか

事業の有効性
継続的な取組が必要な課題であり、今後も継続して取り組んでいく必要が
ある。

・成果の向上につながっているか
・同じ目的をもつ他の事務事業はないか

資源投入の効率性
必要最小限の費用である。

・事業の実施手法は効率的か
・高い費用対効果が得られているか
・外部委託の可能性はないか

サービスの公平性
智頭線の利便性向上は、本市の経済・観光面など多くの市民にとって重要
な課題である。

・対象は適切か
・受益者負担は適正か

今後の方向性

担当課長の評価コメント

今後も目的を達成するため、事業を展開していく。



（おもて）

平成25年度 第９次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

若桜鉄道年間利用者数

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 001878 重点事業区分 －

事務事業名 鉄道網利便性向上対策事業（若桜鉄道） 所属名 都市整備部　交通政策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 緑あふれる　日本一のふるさとづくり 事業期間 全期

政策 02 快適で利便性の高い住みよい都市機能をつくる
根拠法令、
根拠計画等

なし

施策 4202 公共交通の確保

事業分類区分 ソフト（任意）

路線バスの利用者数 312万人 360万人 運営方法 その他

施
策
の
目

標

目標の種別 平成23年度 平成27年度

鉄道、バスなど公共交通の便利さの満足度 0% 0%

　 0 0

対象
（何を、誰を）

若桜鉄道

意図
（どのような状態
にするために）

若桜鉄道の利用促進を通じて、沿線の産業経済の発展と住民生活の向上に資することを目的とし、観光客誘致を 
含めた利用促進事業に対して支援する。

手段
（どうするのか）

利用促進事業 
　八頭高生対策、ミニ時刻表の作成 
観光振興事業 
　観光ツアーの誘致、旅行会社との連携による観光商品の開発、鉄道記念日のイベント、観光パンフレット作成

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 若桜鉄道利用促進実行委員会負担金 予算事業コード 01-02-01-07-03-08

平成26年度 平成27年度

年度別計画

若桜鉄道利用促進実行 
委員会が行う各種取り 
組みに対して負担金を 
納入。

若桜鉄道利用促進実行 
委員会が行う各種取り 
組みに対して負担金を 
納入。

若桜鉄道利用促進実行 
委員会が行う各種取り 
組みに対して負担金を 
納入。

若桜鉄道利用促進実行 
委員会が行う各種取り 
組みに対して負担金を 
納入。

若桜鉄道利用促進実行 
委員会が行う各種取り 
組みに対して負担金を 
納入。

内
容

平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度別実績

若桜鉄道利用促進実行 
委員会が行う各種取り 
組みに対して負担金を 
納入。

若桜鉄道利用促進実行 
委員会が行う各種取り 
組みに対して負担金を 
納入

若桜鉄道利用促進実行 
委員会が行う各種取り 
組みに対して負担金を 
納入

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 2,000 2,000 2,000 0 2,000

事業費（Ａ＋Ｂ） 3,499 3,485 3,457 0 2,000

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 1,499 1,485 1,457 0 0

0 0

一般財源 2,000 2,000 2,000 0 2,000

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の

内訳

正規職員 0.20 0.20 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00

指標名 単位 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活
動
指
標

1

若桜鉄道利用者数

千人
目標 392 392 392

0.00

392 392

実績 419 402 416 0 0

平成26年度 平成27年度

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成25年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．妥当である

■ ２．ほぼ妥当である

□ ３．あまり妥当ではない

□ ４．妥当ではない

□ １．有効である

■ ２．やや有効である

□ ３．あまり有効でない

□ ４．有効でない

□ １．効率的である

■ ２．やや効率的である

□ ３．あまり効率的ではない

□ ４．効率的ではない

■ １．公平である

□ ２．やや公平である

□ ３．あまり公平ではない

□ ４．公平ではない

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】交通政策室　0857-20-3257 

【９次総の施策体系】4202 

【予算計上の経過】 
　当初予算・Ｐ２０７（都００１） 

【事業の概要】 
　若桜鉄道の利用促進を通じて、沿線の産業経済の発展と住民生活の向上に資することを 
目的とし、平成９年６月２日に若桜鉄道利用促進実行委員会が設立された。 
　鳥取県、鳥取市、八頭町、若桜町及び若桜鉄道㈱により構成。 
　また、若桜鉄道は、平成２１年４月１日から八頭、若桜両町が線路などの鉄道施設を保 
有し、若桜鉄道㈱が運行を担う上下分離方式に移行した。 
　鳥取市は、観光客誘致を含めた利用促進事業に対して引き続き支援していく。 

【事業の成果】 
　利用促進事業 
　　シルバー回数券等への助成、若桜鉄道ホームページの維持管理、ミニ時刻表の作成 
　観光振興事業 
　　鉄道記念日イベントの開催、若桜鉄道沿線活性化事業への助成、 
　　オリジナルグッズの作成、鉄道記念日のイベント、観光パンフレットの作成、 
　　新聞広告掲載による利用促進と観光ＰＲ 
　負担金　　鳥取市：２,０００,０００円 
　利用者数：平成２５年度　４１５,７６３人（前年度より１９,９６９人増） 

【今後の課題・方向性】 
　少子高齢化による通勤通学客の減少等厳しい経営環境にあるため、観光客誘致を含めた 
利用促進事業に引き続き支援していく。

指標名 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

指
標
達
成
率

1
若桜鉄道利用者数

107% 103% 106%

3
　

2
　

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

目的の妥当性
若桜鉄道の利便性向上は、鳥取市を中心とした圏域発展のため必要な課
題である。

・市が関与すべき範囲か
・対象と意図は現行でよいか
・適切な目標が設定されているか

事業の有効性
継続的に取り組んでいくことにより、効果が期待できる。

・成果の向上につながっているか
・同じ目的をもつ他の事務事業はないか

資源投入の効率性
必要最小限の費用である。

・事業の実施手法は効率的か
・高い費用対効果が得られているか
・外部委託の可能性はないか

サービスの公平性
鳥取市を中心とした圏域の発展は、多くの市民にとって重要な課題である。

・対象は適切か
・受益者負担は適正か

今後の方向性

担当課長の評価コメント

少子高齢化による通勤通学客の減少等厳しい経営環境にあるため、観光客誘致を含めた利用促進事業に引き続き支援していく。



（おもて）

平成25年度 第９次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

山陰海岸ジオライナー１便当たりの平均乗車人数（２往復４便）

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 001882 重点事業区分 －

事務事業名 鉄道網利便性向上対策事業（鳥取県東部鉄道利用） 所属名 都市整備部　交通政策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 緑あふれる　日本一のふるさとづくり 事業期間 平成23年度　～　全期

政策 02 快適で利便性の高い住みよい都市機能をつくる
根拠法令、
根拠計画等

なし

施策 4202 公共交通の確保

事業分類区分 ソフト（任意）

路線バスの利用者数 312万人 360万人 運営方法 その他

施
策
の
目

標

目標の種別 平成23年度 平成27年度

鉄道、バスなど公共交通の便利さの満足度 0% 0%

　 0 0

対象
（何を、誰を）

ＪＲ山陰本線

意図
（どのような状態
にするために）

ＪＲ山陰本線（鳥取駅～豊岡駅間）等における鉄道の利用促進を図るとともに、鉄道利用者や地域住民に対する 
サービスの向上と沿線地域の発展に寄与する。

手段
（どうするのか）

・団体旅行、学校活動及び魅力ある旅行商品等への支援 
・利用促進ＰＲキャンペーン・イベントの実施 
・駅アクセスの調整

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 鳥取県東部鉄道利用促進実行委員会負担金 予算事業コード 01-02-01-07-03-16

平成26年度 平成27年度

年度別計画

鳥取県東部鉄道利用促 
進実行委員会が行う各 
利用促進活動に対し負 
担金を納入。 
「山陰海岸ジオライナ 
ー」利用促進。

鳥取県東部鉄道利用促 
進実行委員会が行う各 
利用促進活動に対し負 
担金を納入。 
「山陰海岸ジオライナ 
ー」利用促進。

鳥取県東部鉄道利用促 
進実行委員会が行う各 
利用促進活動に対し負 
担金を納入。 
「山陰海岸ジオライナ 
ー」利用促進。

鳥取県東部鉄道利用促 
進実行委員会が行う各 
利用促進活動に対し負 
担金を納入。 
「山陰海岸ジオライナ 
ー」利用促進。

鳥取県東部鉄道利用促 
進実行委員会が行う各 
利用促進活動に対し負 
担金を納入。 
「山陰海岸ジオライナ 
ー」利用促進。

内
容

平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度別実績

鳥取県東部鉄道利用促 
進実行委員会が行う各 
利用促進活動に対し負 
担金を納入。 
「山陰海岸ジオライナ 
ー」利用促進。

鳥取県東部鉄道利用促 
進実行委員会が行う各 
利用促進活動に対し負 
担金を納入。 
「山陰海岸ジオライナ 
ー」利用促進。

鳥取県東部鉄道利用促 
進実行委員会が行う各 
利用促進活動に対し負 
担金を納入。 
「山陰海岸ジオライナ 
ー」利用促進。

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 1,000 1,000 1,000 0 1,000

事業費（Ａ＋Ｂ） 2,499 2,485 2,457 0 1,000

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 1,499 1,485 1,457 0 0

0 0

一般財源 1,000 1,000 1,000 0 1,000

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の

内訳

正規職員 0.20 0.20 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00

指標名 単位 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活
動
指
標

1

ＪＲ鳥取～豊岡間の土日平均乗車人員

人
目標 35 40 45

0.00

45 45

実績 26 25 18 0 0

平成26年度 平成27年度

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成25年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

■ １．妥当である

□ ２．ほぼ妥当である

□ ３．あまり妥当ではない

□ ４．妥当ではない

■ １．有効である

□ ２．やや有効である

□ ３．あまり有効でない

□ ４．有効でない

■ １．効率的である

□ ２．やや効率的である

□ ３．あまり効率的ではない

□ ４．効率的ではない

■ １．公平である

□ ２．やや公平である

□ ３．あまり公平ではない

□ ４．公平ではない

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】交通政策課　0857-20-3257 
【９次総の施策体系】4202 
【予算計上の経過】 
　当初予算・Ｐ２０７（都００２） 
【事業の概要】 
　平成２１年８月の余部橋梁の架け替えにより、安全性・定時性が確保されたところであ 
る。また、平成２２年１０月４日、山陰海岸ジオパークが世界ジオパークネットワークへ 
の正式加盟を実現した。今後は、山陰海岸ジオパークを結ぶ交通網の整備が急がれるとこ 
ろである。 
　山陰本線（鳥取駅以東）の利便性向上について、ＪＲに対して本市が積極的な要望活動 
を展開した結果、鳥取発浜坂止まりの普通列車が城崎まで２便を運行、逆に豊岡、城崎か 
ら鳥取までそれぞれ１便ずつ運行、また鳥取豊岡間の臨時快速の土日祝日運行されるなど 
大きな前進があった。 
　このうち臨時快速列車「山陰海岸ジオライナー」については、継続運行・定期運行とす 
るための活動を今後も行っていく必要がある。 
　このため、県、市、岩美町等により設立した鳥取県東部鉄道利用促進実行委員会を中心 
に利用促進活動を展開していく。 
【事業の成果】 
・団体旅行、学校活動及び魅力ある旅行商品等への支援　 
・利用促進ＰＲキャンペーン・イベントの実施 
・駅アクセスの調整 
会　員　鳥取県、鳥取市、岩美町、ＪＲ西日本、旅行会社等 
負担金　鳥取県：１５０万円 
　　　　鳥取市：１００万円 
　　　　岩美町：　５０万円 
【今後の課題・方向性】 
　山陰海岸ジオパーク世界認定を機に、鳥取駅発着の特急列車の増便も含めて、この地域 
における鉄道の利便性向上のため、引き続き、ＪＲへの働きかけを行っていく。 
　また、ＪＲの今後の運行計画を視野に入れて、引き続き旅行支援事業（運賃補助）を行 
い、利用者の拡大及び定着を図る。

指標名 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

指
標
達
成
率

1
ＪＲ鳥取～豊岡間の土日平均乗車人員

74% 63% 40%

3
　

2
　

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

目的の妥当性
山陰海岸ジオパークのＰＲと山陰本線の利便性向上は、市民にとって重要
な課題である。

・市が関与すべき範囲か
・対象と意図は現行でよいか
・適切な目標が設定されているか

事業の有効性
継続的に取り組んでいくことにより、効果が期待できる。

・成果の向上につながっているか
・同じ目的をもつ他の事務事業はないか

資源投入の効率性
関係機関が一体となって取り組むことにより効率性が確保できる。

・事業の実施手法は効率的か
・高い費用対効果が得られているか
・外部委託の可能性はないか

サービスの公平性
公共交通を対象とするものであり公平性は確保されている。

・対象は適切か
・受益者負担は適正か

今後の方向性

担当課長の評価コメント

山陰海岸ジオパーク世界認定を機に、鳥取駅発着の特急列車の増便も含めて、この地域における鉄道の利便性向上のため、引き続き、ＪＲ
への働きかけを行っていく。
　また、ＪＲの今後の運行計画を視野に入れて、引き続き旅行支援事業（運賃補助）を行い、利用者の拡大及び定着を図る。



（おもて）

平成25年度 第９次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

鳥取空港を利用した国際チャーター便数

東京ー鳥取便の数

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 001883 重点事業区分 －

事務事業名 空港利便性向上対策事業 所属名 都市整備部　交通政策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 緑あふれる　日本一のふるさとづくり 事業期間 全期

政策 02 快適で利便性の高い住みよい都市機能をつくる
根拠法令、
根拠計画等

なし

施策 4202 公共交通の確保

事業分類区分 ソフト（任意）

路線バスの利用者数 312万人 360万人 運営方法 その他

施
策
の
目

標

目標の種別 平成23年度 平成27年度

鉄道、バスなど公共交通の便利さの満足度 0% 0%

　 0 0

対象
（何を、誰を）

鳥取空港を発着する航空便

意図
（どのような状態
にするために）

国際チャーター便の就航、東京便の５便化、運賃低廉化等、鳥取空港の利便性を向上します。

手段
（どうするのか）

・関係機関と連携し、環日本海地域を中心に北東アジアなどの国際チャーター便就航に向けたセールスを展開す 
る。 
・関係機関と連携し、東京便利用促進ＰＲキャンペーン、イン・アウトバウンド対策事業等に取り組む。 

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 鳥取空港の利用を促進する懇話会負担金 予算事業コード 01-02-01-07-04-04

平成26年度 平成27年度

年度別計画

関係機関と連携したセ 
ールスの展開、Ｅｄｙ 
プレゼントキャンペー 
ンなどの利用促進事業 
等の展開

関係機関と連携したセ 
ールスの展開、Ｅｄｙ 
プレゼントキャンペー 
ンなどの利用促進事業 
等の展開

関係機関と連携したセ 
ールスの展開、Ｅｄｙ 
プレゼントキャンペー 
ンなどの利用促進事業 
等の展開

関係機関と連携したセ 
ールスの展開、Ｅｄｙ 
プレゼントキャンペー 
ンなどの利用促進事業 
等の展開

関係機関と連携したセ 
ールスの展開、Ｅｄｙ 
プレゼントキャンペー 
ンなどの利用促進事業 
等の展開

内
容

平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度別実績

関係機関と連携したセ 
ールスの展開、各種プ 
レゼントキャンペーン 
などの利用促進事業等 
の展開

関係機関と連携したセ 
ールスの展開、各種プ 
レゼントキャンペーン 
などの利用促進事業等 
の展開

関係機関と連携したセ 
ールスの展開、各種プ 
レゼントキャンペーン 
などの利用促進事業等 
の展開 
国交省の政策コンテス 
トによる増便を実現

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 8,371 8,413 7,363 0 7,720

事業費（Ａ＋Ｂ） 9,870 9,898 8,820 0 7,720

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 1,499 1,485 1,457 0 0

0 0

一般財源 8,371 8,413 7,363 0 7,720

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の

内訳

正規職員 0.20 0.20 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00

指標名 単位 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活
動
指
標

1

鳥取空港国際チャーター便数

便
目標 12 14 16

0.00

16 16

実績 8 12 12 0 0

平成26年度 平成27年度

5 5

実績 4 4 5 0 0

（指標の説明）
鳥取東京便数

便
目標 4

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

5 5

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成25年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

■ １．妥当である

□ ２．ほぼ妥当である

□ ３．あまり妥当ではない

□ ４．妥当ではない

■ １．有効である

□ ２．やや有効である

□ ３．あまり有効でない

□ ４．有効でない

■ １．効率的である

□ ２．やや効率的である

□ ３．あまり効率的ではない

□ ４．効率的ではない

■ １．公平である

□ ２．やや公平である

□ ３．あまり公平ではない

□ ４．公平ではない

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

■ １．拡充 ■ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】交通政策課　0857-20-3257 

【９次総の施策体系】4202 

【予算計上の経過】 
　当初予算・Ｐ２０８（都００３） 

【事業の概要】 
　鳥取県、鳥取市をはじめとした鳥取県東・中部並びに兵庫県北部の各自治体、経済団体 
等で「鳥取空港の利用を促進する懇話会」を設立し、以下の事業を実施している。 
　１　既存航空路線の利用率向上への取り組み 
　２　鳥取空港の国際化への取り組み 
　３　既存航空路線の増便への取り組み 
　４　運賃低廉化への取り組み 
　５　これらに係る関係機関等への要望、働きかけ 

【事業の成果】 
　一般・特別負担金　　　　　6,720千円 
　国際チャーター便負担金　　　643千円 
  乗客数：平成25年度　　　　330,016人 
　　　　　平成24年度　　　　301,885人 
　　　　　平成23年度　　　　277,133人 
※国交省の政策コンテストにより、鳥取－東京便の５便化が実現 

【今後の課題・方向性】 
　平成26年3月30日から2年間、鳥取－東京便が4便⇒5便となるため、更なる利用促進対策 
が必要となる。 
　国際チャーター便の就航拡大のため、ＣＩＱ体制の充実強化を関係機関に要望していく 
。 

指標名 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

指
標
達
成
率

1
鳥取空港国際チャーター便数

67% 86% 75%

3
　

2
鳥取東京便数

100% 100% 100%

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

目的の妥当性
鳥取－東京便の利用促進目標に沿ったものになっている。

・市が関与すべき範囲か
・対象と意図は現行でよいか
・適切な目標が設定されているか

事業の有効性
関係機関が一体となって取り組むことにより、有効性が期待できる。

・成果の向上につながっているか
・同じ目的をもつ他の事務事業はないか

資源投入の効率性
関係機関が一体となって取り組むことにより、有効性が期待できる。

・事業の実施手法は効率的か
・高い費用対効果が得られているか
・外部委託の可能性はないか

サービスの公平性
鳥取空港圏域（鳥取県中部～但馬地域）住民を対象とした公共交通への取
り組みであり、公平である。

・対象は適切か
・受益者負担は適正か

今後の方向性

担当課長の評価コメント

鳥取－羽田便の５便化継続のため、平成26年度からの2年間の利用実績が非常に大切になるため、引き続き支援していく。



（おもて）

平成25年度 第９次鳥取市総合計画

１．基本情報

２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

鳥取港での輸出入・移出入に係る貨物量

外国客船を含むクルーズ客船の寄港回数

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 001910 重点事業区分 －

事務事業名 鳥取港振興事業 所属名 都市整備部　交通政策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 緑あふれる　日本一のふるさとづくり 事業期間 全期

政策 02 快適で利便性の高い住みよい都市機能をつくる
根拠法令、
根拠計画等

なし

施策 4202 公共交通の確保

事業分類区分 ソフト（任意）

路線バスの利用者数 312万人 360万人 運営方法 補助金交付

施
策
の
目

標

目標の種別 平成23年度 平成27年度

鉄道、バスなど公共交通の便利さの満足度 0% 0%

　 0 0

対象
（何を、誰を）

鳥取港

意図
（どのような状態
にするために）

県内外の企業による新たな品目の取扱いと、観光クルーズ客船の就航による利用による鳥取港の利用を促進する 
。

手段
（どうするのか）

・鳥取自動車道の開通をＰＲし、関西、中国地方を中心にポートセールスを実施する。 
・観光クルーズ客船の積極的な誘致活動を行う。 
・貿易促進を念頭においた戦略的ポートセールスを展開する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 鳥取港振興会対策費 予算事業コード 01-07-04-01-04-03

平成26年度 平成27年度

年度別計画

鳥取港振興会へ職員を 
派遣 
鳥取港振興会への事業 
・運営費補助

鳥取港振興会へ職員を 
派遣 
鳥取港振興会への事業 
・運営費補助

鳥取港振興会へ職員を 
派遣 
鳥取港振興会への事業 
・運営費補助

鳥取港振興会へ職員を 
派遣 
鳥取港振興会への事業 
・運営費補助

鳥取港振興会へ職員を 
派遣 
鳥取港振興会への事業 
・運営費補助

内
容

平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度別実績

鳥取港振興会へ職員を 
派遣 
鳥取港振興会への事業 
・運営費補助

鳥取港振興会へ職員を 
派遣 
鳥取港振興会への事業 
・運営費補助

鳥取港振興会へ職員を 
派遣 
鳥取港振興会への事業 
・運営費補助

　 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）

直接経費　Ａ 3,385 5,438 7,236 0 8,167

事業費（Ａ＋Ｂ） 10,882 12,864 14,521 0 8,167

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 7,497 7,426 7,285 0 0

0 0

一般財源 3,385 5,438 7,236 0 8,167

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の

内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00

指標名 単位 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度

活
動
指
標

1

鳥取港取扱貨物量

万トン
目標 53 55 57

0.00

57 57

実績 37 60 83 0 0

平成26年度 平成27年度

2 2

実績 2 2 2 0 0

（指標の説明）
クルーズ客船の誘致、受入

回
目標 2

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

2 2

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．平成25年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

■ １．妥当である

□ ２．ほぼ妥当である

□ ３．あまり妥当ではない

□ ４．妥当ではない

■ １．有効である

□ ２．やや有効である

□ ３．あまり有効でない

□ ４．有効でない

■ １．効率的である

□ ２．やや効率的である

□ ３．あまり効率的ではない

□ ４．効率的ではない

■ １．公平である

□ ２．やや公平である

□ ３．あまり公平ではない

□ ４．公平ではない

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】交通政策課　0857-20-3257 

【９次総の施策体系】4202 

【予算計上の経過】 
　当初予算・Ｐ２１５（都０１７） 

【事業の概要】 
　重要港湾鳥取港の利用促進を図るため、県・市の商工部局、商工団体等の協力を得なが 
ら、「鳥取港振興会」と連携して積極的なポートセールス活動等を実施する。 
　事業内容 
　　①ポートセールス活動 
　　②外国貿易促進活動 
　　③港湾振興に関する情報収集、調査、分析 
　　④港湾施設の整備及び、港湾関係公共機関の設置に係る要望活動 
　　⑤クルーズ船誘致活動 

【事業の成果】 
　・補助金　　7,227千円　対象経費の１／２（県市折半） 
　・事業実績 
　　Ｈ25　貨物取扱量　　83万トン　　クルーズ船就航2隻 
　　Ｈ24　貨物取扱量　　60万トン　　クルーズ船就航2隻 
　　Ｈ23　貨物取扱量　　37万トン　　クルーズ船就航2隻（ぱしふぃっく×2回） 

【今後の課題・方向性】 
　鳥取市として、鳥取港の目指す姿は「クルーズ船の寄港地」、「観光港」としてにぎわ 
い創出に取り組んでいきたい。

指標名 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

指
標
達
成
率

1
鳥取港取扱貨物量

70% 109% 146%

3
　

2
クルーズ客船の誘致、受入

100% 100% 100%

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

目的の妥当性
官民一体となって鳥取港の施設の整備及び施設の利用促進に取り組むも
のであり、鳥取市も積極的に関与すべきである。

・市が関与すべき範囲か
・対象と意図は現行でよいか
・適切な目標が設定されているか

事業の有効性
関係機関が一体となって取り組むことにより、有効性が期待できる。

・成果の向上につながっているか
・同じ目的をもつ他の事務事業はないか

資源投入の効率性
関係機関が一体となって取り組むことにより、有効性が期待できる。

・事業の実施手法は効率的か
・高い費用対効果が得られているか
・外部委託の可能性はないか

サービスの公平性
公共の港湾を対象とするものであり、公平である。

・対象は適切か
・受益者負担は適正か

今後の方向性

担当課長の評価コメント

現状を維持しつつ、更なる鳥取港の振興を図る。


